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 違反事件審査
• 独禁法違反行為に対する機動的かつ効果的
な法執行
• 下請法違反行為に対する簡易・迅速な処理

 企業結合審査
ビジネスの実態に即した迅速かつ的確な企
業結合審査

 ガイドラインの策定 法運用の透明性・
予見可能性の向上による違反行為の未然防止

 実態調査 競争制限的な民間慣行の改善

 規制改革に関する推進・提言

 国際連携 競争政策の国際的収れんの推進

 国民的理解の増進

エンフォースメント
〜厳正な法執行による競争の回復〜

アドボカシー
〜競争環境の整備〜

公正かつ自由な競争の促進を通じた
企業の活力向上、消費者の効用拡大、イノベーションの活性化

広報活動の位置付け

広報活動が重要な
役割を果たす
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主な広報活動（国内）

ア 新聞発表
イ 事務総長定例会見
ウ 公正取引委員会委員長と記者との懇談会
エ 公正取引委員会のホームページ
オ ＳＮＳ（Twitter、Facebook、YouTube JFTC Channel）

国民各層向け

ア 各種講習会
イ 独占禁止法等の解説動画等

主に事業者向け

ア 消費者セミナー
イ 独占禁止法教室
ウ 庁舎訪問学習
エ 一日公正取引委員会

主に消費者向け

このほか、国民各層
から広く意見を聴く
広聴活動も実施
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消費者セミナー

・ 広く一般消費者を対象とする。
・ 実際は、各地の消費者団体を対象と

したり、地方自治体が主催する市民大
学の講座を利用するなどしてセミナー
を実施。

対象

実施状況

・ 独禁法だけでなく、景品表示法の紹介の要望も多い。
・ 説明だけでなく、クイズを用いるなどしている。

内容

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

９２ ８３ ８２ ４９ ５３
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独占禁止法教室①

・ 平成１４年に中学生を対象に開始し、
その後大学生、高校生へと対象を拡大。

・ 大学生の場合は、主に法学部の学部
生を対象とする。

対象

・ 大学生向けは、基本的には講義形式で独禁法の基本を解説。
・ 中学生、高校生向けでは、生徒を飽きさせないように、一方的な

講義ではなく生徒側の参加を求める下記のような出し物を実施
 生徒を消費者、事業者（販売店経営者）に振り分けて、商品（携帯電
話等）の販売方法のアイディアを考えてもらうシミュレーションゲーム
 担当教員を審査対象事業者の代表者に見立てた模擬立入検査

・ 二次的な広報につながるよう、独禁法教室は報道機関の取材を受
け入れている。

内容
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独占禁止法教室②

実施状況

・ コロナ禍の中で非対面での実施が求められている。
・ 公正取引委員会の活動領域がデジタルなど専門的知識を要する分

野へ拡大していることに伴い、独禁法教室（大学向け）も従来の法
学部以外の学部生を対象とするものに広げようとしているところ

課題
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240 中学校 高等学校 大学

令和３年度 中学 高校 大学 合計

開催校数 34 23 116 173

クラス数 78 65 127 270

参加人数 2,297 2,158 6,822 11,277
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一日公正取引委員会

・ 公正取引委員会は、本局のほか、全国にブロック単位で７か所の地方事
務所（一部は支所）があるのみ。

・ その他の多くの地域における公正取引委員会の認知度向上のため一日出
張所を開き、その地域の事業者、消費者（消費者団体、学生）、行政を対
象とする講演会、相談会等を実施

対象

実施状況
・ 原則として本局及び各地方事務所・支所が年に一度、所在地以外の府県

一か所において開催

・ 独禁法、下請法、消費税転嫁対策特別措置法、官製談合防止法、景表法
の講演会

・ 各種相談の受付、一日出張所開催場所近くの学校で独禁法教室を実施

内容
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総長定例会見

・ 各種報道機関の公正取引委員会
担当記者

対象

実施状況

・ 原則として毎週水曜日開催
・ その時点における公正取引委員会のホット・トピックスを総長か

ら説明し、質疑応答を受ける。
・ 説明、質疑応答の模様は公正取引委員会のホームページに掲載

内容

・ 令和３年度︓４０回
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公正取引委員会のホームページ

年間アクセス数

課題
・ ホームページ上の情報が見つけにくい。
 関連する情報があちこちに散在する。
 深い階層に置かれていて見つけられない。

「価格転嫁施策パッケージ」、「アドボカシー活動」、「デジタル」、
「法改正」など重要なコンテンツをまとめたページをホームページ内に
設置し、トップページのボタンから誘導

・ アクセス数の頭打ち。ホームページに掲載することで広く周知したつもりに
なっていないか。必要とする関係者に情報が届いているか。

ＳＮＳの積極的な活用
Twitterのリツイート機能により公正取引委員会の活動に直接興味がな

い層にも情報内容を伝えることが可能。リツイートしたくなるような、
分かりやすく、目に留まる投稿を作成する。

令和元年度 ︓約２６７１万件
令和２年度 ︓約２５７５万件
令和３年度 ︓約２７５４万件
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ＳＮＳ①

ア Twitter、Facebook
イ YouTube JFTC Channel

媒体

ア Twitter、Facebook
 事件処理等公正取引委員会の新聞発表はもとより、採用情報、

独禁法教室や各種講演会の開催案内等を細かく発信
 さらに、事件処理の投稿後にその事件で用いられた独禁法の規

定の解説を投稿したり、新社会人向けに独禁法や下請法の優しい
解説をクイズなども交えながら連載するなどしている。

イ YouTube JFTC Channel
 独禁法、下請法等の説明のほか、優越的地位の濫用行為や法改

正など特定のトピックに絞った解説動画も掲載（現在３６本）

以下ではTwitterを対象に説明

内容
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ＳＮＳ②

実施状況

・ 民間のＰＲ会社とアドバイザリー契約を交わし、
投稿内容の工夫に係るアドバイスを受けたり、投稿
内容の事後検証などをしてもらっている。

外部アドバイスの活用

令和元年度 令和２年度 令和３年度

投稿数（概数） ４８７ ３７１ ４０２

フォロワー数 ５５，１８６ ６７，５６０ ７３，３０３

平均インプレッション数 ９，８７７ １２，６７６ １１，０７６

平均エンゲージメント率 １．７１％ ２．７０％ ２．１７％

注１︓インプレッション数とは、公正取引委員会の投稿がフォロワーに実際に表示された回数である。フォロワー
がリツイート等すると投稿が拡散されることなどにより、インプレッション数が伸びる。

２︓エンゲージメント率とは、ある投稿に対しどの程度エンゲージメント（「リツイート」、「いいね」、「リ
ンク等のクリック」等）があったかを測る指標のことである。
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ＳＮＳ③

改善例①（採用情報に関する投稿）

・目を引くようにイラストを多用する
・「○○の皆さん」と呼びかけることで対象を明確化する
・「〜ですか︖」等の問いかけで興味を引く
・「採用情報」としての統一感を出すため、画像の背景（庁舎写真）を統一する
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ＳＮＳ③

改善例②（独占禁止法教室のお知らせ）

改善前

アドバイザリーからの指摘
・学校向けに開催するため一般参加はできな
いのに、独占禁止法教室への参加募集をして
いるように読めてしまう
・この投稿をする目的（「公取はこんな活動
もしているのか」と知ってほしい）を踏まえ
て文章を検討すべき

↑独占禁止法教室の案内ページへのリンク

改善後
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ＳＮＳ④

インプレッション数、
エンゲージメント率が多かった投稿

コンビニ実態調査

飲食店ポータルサイト実態調査

フリーランスへのアンケート募集

アップルに対する件
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ＳＮＳ④

エンゲージメント増の要因

・ 認知度の高いサービスや事業者に関する投稿はエンゲージメント
数が多く（例︓コンビニ実態調査、アップルに対する件）、コンテ
ンツの良し悪しによるところは確かに大きい。

・ しかし、コンテンツだけではない。飲食店ポータルサイトの実態
調査に関する投稿では、調査報告書の言葉（飲食店ポータルサイ
ト）をそのまま使うだけでなく、「グルメサイト」などのより日常
的な言葉を用いることでフォロワー数の多いインフルエンサーの目
に留まり、リツイートされたことが多くのエンゲージメントにつな
がったと分析されている。また、フリーランスへのアンケート募集
に関する投稿は、対象者や締切等の情報が明確で分かりやすい投稿
であったと評価されており、分かりやすさがインフルエンサーによ
るリツイートにつながったと考えられる。

表現方法など投稿者側にまだ工夫の余地がある。
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今後の取組への課題

 公正取引委員会やその活動に対する認知度はまだ低い。

 ホームページに公表さえすればよいという単純な広報ではなく、
想定する対象者ごとに媒体・手段を変えて、新しい技術も利用しつ
つきめ細やかな広報が必要。

 潜在的に公正取引委員会の活動に関係するが、関心がない事業者
等に対するより一層のアプローチが必要。
→ アプローチの手法としてどのような方法が効果的か。

 ＳＮＳの活用においては、くだけ過ぎないよう留意しつつ、分か
りやすさ、なじみやすさを最優先に。
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ご参考

httpｓ://www.jftc.go.jp

＠jftc

JapanFTC

JFTCchannel

公取 で検索


